
制度改正について

３．ひとり親控除及び寡婦控除について

４．所得金額調整控除について

１．給与所得控除及び基礎控除の改正について

２．住宅借入金等特別控除の改正について
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１．給与所得控除及び基礎控除の改正について 資料１
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給与所得控除額の改正 別紙１、２参照

給与の収入金額
(源泉徴収票の支払金額）

給与所得

55万1千円未満 0円

55万1千円以上161万9千円未満 給与収入－550,000円

161万9千円以上162万円未満 1,069,000円

162万円以上162万2千円未満 1,070,000円

162万2千円以上162万4千円未満 1,072,000円

162万4千円以上162万8千円未満 1,074,000円

162万8千円以上180万円未満
①給与収入÷4＝A（千円未満切捨）
②Ａ×2.4＋100,000円（＝給与所得）

180万円以上360万円未満
①給与収入÷4＝A（千円未満切捨）
②Ａ×2.8－80,000円（＝給与所得）

360万円以上660万円未満
①給与収入÷4＝A（千円未満切捨）
②Ａ×3.2－440,000円（＝給与所得）

660万円以上850万円未満 給与収入×0.9－1,100,000円

850万円以上2,000万円以下 給与収入－1,950,000円
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公的年金等に係る雑所得以外の所得に係る合計所得金額 1,000万円以下 1,000万円超2,000万円以下 2,000万円超

年齢 公的年金の収入金額（Ａ） 公的年金に係る雑所得の金額 公的年金に係る雑所得の金額 公的年金に係る雑所得の金額

40万円以下

40万円超 50万円以下 （Ａ）-400,000円

50万円超 60万円以下 （Ａ）-500,000円 （Ａ）-400,000円

65歳未満の方 60万円超 130万円以下 （Ａ）-600,000円 （Ａ）-500,000円 （Ａ）-400,000円

130万円超 410万円以下 （Ａ）×0.75－275,000円 （Ａ）×0.75－175,000円 （Ａ）×0.75－75,000円

410万円超 770万円以下 （Ａ）×0.85－685,000円 （Ａ）×0.85－585,000円 （Ａ）×0.85－485,000円

770万円超 1,000万円以下 （Ａ）×0.95－1,455,000円 （Ａ）×0.95－1,355,000円 （Ａ）×0.95－1,255,000円

1,000万円超 （Ａ）－1,955,000円 （Ａ）－1,855,000円 （Ａ）－1,755,000円

90万円以下

90万円超 100万円以下 （Ａ）-900,000円

100万円超 110万円以下 （Ａ）-1,000,000円 （Ａ）-900,000円

65歳以上の方 110万円超 330万円以下 （Ａ）－1,100,000円 （Ａ）-1,000,000円 （Ａ）-900,000円

330万円超 410万円以下 （Ａ）×0.75－275,000円 （Ａ）×0.75－175,000円 （Ａ）×0.75－75,000円

410万円超 770万円以下 （Ａ）×0.85－685,000円 （Ａ）×0.85－585,000円 （Ａ）×0.85－485,000円

770万円超 1,000万円以下 （Ａ）×0.95－1,455,000円 （Ａ）×0.95－1,355,000円 （Ａ）×0.95－1,255,000円

1,000万円超 （Ａ）－1,955,000円 （Ａ）－1,855,000円 （Ａ）－1,755,000円

公的年金等控除額の改正 別紙１参照
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１．給与所得控除及び基礎控除の改正について 資料１

令和２年分年末調整において、基礎控除の適用を受ける場合は、

「給与所得者の基礎控除申告書」を提出する必要があります。
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２．住宅借入金等特別控除の改正について

●個人が消費税率10%の住宅の取得等をした場合

所得税の特別控除の控除期間 ： 10年間 → 13年間

① 控除期間の改正

●個人が消費税率10％の住宅の取得等をした場合

【1～10年目】→ 年末残高×1％

【11～13年目】

①年末残高（最高4,000万円）×1％

②住宅取得等対価の額－消費税額（最大4,000万円）×2％÷3

②控除額の改正
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３．ひとり親控除及び寡婦控除について

□ ひ と り 親

令和３年分（仮）

資料２

「ひとり親控除及び寡婦控除」に関する詳しい情報については、次の資料をご参照ください。
（国税庁、「ひとり親控除及び寡婦控除に関するＦＡＱ（源泉所得税関係）」、令和２年５月）
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１．「ひとり親」とは 資料２

現に婚姻していない者又は、配偶者の生死が明らかでない
一定の者のうち、以下の要件を満たすもの。

ア その者と生計を一にする一定の子を有すること。

イ 合計所得金額が500万円以下であること。

ウ その者と事実上婚姻関係と同様の事情にあると認められる者
がいないこと。
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資料２

ア 夫と離婚した後婚姻していない者のうち

① 扶養親族を有し、

② 合計所得金額が500万円以下であり、

③ その者と事実上婚姻関係と同様の事情にあると認められる者
がいない人。

２．改正後の「寡婦」とは

イ 夫と死別した後婚姻していない者又は夫の生死が明らかでない
者のうち、

① 合計所得金額が500万円以下であり、

② その者と事実上婚姻関係と同様の事情にあると認められる者
がいない人。
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改正前の「寡婦（特別の寡婦を除く）」に該当し、

改正後も「寡婦」の要件を揃えている場合において、

その者と生計を一にする子を有する 場合は

「ひとり親」（控除額：35万円）に該当し、

年末調整の際に申告する必要があります。

その者と生計を一にする子を有する
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①令和２年分の様式の訂正 資料２
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「ひとり親控除及び寡婦控除」に関する詳しい情報については、次の資料をご参照ください。
（国税庁、「ひとり親控除及び寡婦控除に関するＦＡＱ（源泉所得税関係）」、令和２年５月）

資料２３．ひとり親控除及び寡婦控除について
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４．所得金額調整控除について 資料３

「所得金額調整控」に関する詳しい情報については、次の資料をご参照ください。
（国税庁、「所得金額調整控除に関するＦＡＱ（源泉所得税関係）」、令和２年６月）
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資料１

① 本人が特別障害者に該当する。

② 年齢２３歳未満の扶養親族を有する。

③ 特別障害者である同一生計配偶者を有する。

④ 特別障害者である扶養親族を有する。

ア 収入金額が８５０万円を超える居住者で、

子ども・特別障害者等を有する者。子ども・特別障害者等を有する者。
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資料１

① 本人が特別障害者に該当する。

② 年齢２３歳未満の扶養親族を有する。

③ 特別障害者である同一生計配偶者を有する。

④ 特別障害者である扶養親族を有する。

ア 収入金額が８５０万円を超える居住者で、以下の要件を満たす

場合の所得金額調整控除額

＝給与等の収入金額（最大１，０００万円）から８５０万円を

控除した金額の１０％相当 最高１５万円
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４．所得金額調整控除について 資料１

令和２年分年末調整において、所得金額調整控除を受ける場合は、

「所得金額調整控除申告書」を提出する必要があります。
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資料１

①給与所得控除後の給与等の金額（最大１０万円）

②公的年金等に係る雑所得の金額（最大１０万円）

＋ － １０万円

イ 給与所得と年金所得の双方を有し、その合計金額が１０万円を

超える場合の、所得金額調整控除額

＝①給与所得及び②年金所得の合計額から１０万円を控除した残額。

※ 所得金額の見積額の算定に必要です。
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資料１

「所得金額」＝ 給与所得－所得金額調整控除額（①＋②）
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資料１

「所得金額」＝ 給与所得－所得金額調整控除額（①＋②）

ア 収入金額が８５０万円を超える居住者で、以下の要件を満たす

場合の所得金額調整控除額

イ 給与所得と年金所得の双方を有し、その合計金額が１０万円を

超える場合の所得金額調整控除額

① 本人が特別障害者に該当する。

② 年齢２３歳未満の扶養親族を有する。

③ 特別障害者である同一生計配偶者を有する。

④ 特別障害者である扶養親族を有する。
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４．所得金額調整控除について 資料３

「所得金額調整控」に関する詳しい情報については、次の資料をご参照ください。
（国税庁、「所得金額調整控除に関するＦＡＱ（源泉所得税関係）」、令和２年６月）

21



②令和３年分の様式を使用（令和２年９月頃掲載予定）

令和 ３ 年分様式（仮）

資料３

□ ひ と り 親
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